
資料：昭和60年以前は厚生省「厚生行政基礎調査」、昭和61年以降は厚生労働省「国民生活基礎調査」
（注１）平成７年の数値は、兵庫県を除いたものである。
（注２）（　）内の数字は、65歳以上の者のいる世帯総数に占める割合（％）

（千世帯） （%）

1,062
（12.5）

4,254
（50.1）

891
（10.5）
1,379
（16.2）
910

（10.7）

1,150
（12.2）

4,313
（45.9）

1,012
（10.8）
1,795
（19.1）

1,131
（12.0）

1,345
（12.4）

4,270
（39.5）

1,275
（11.8）

2,314
（21.4）

1,613
（14.9）

1,553
（12.2）

24.0
25.3

26.9

31.1

4,232
（33.3）

1,635
（12.9）

3,075
（24.2）

2,199
（17.3）

1,924
（12.3）

34.4

4,141
（26.5）

2,268
（14.5）

4,234
（27.1）

1,902
（11.6）

4,179
（25.5）

1,987
（11.8）

4,001
（23.7）

2,120
（12.3）

4,169
（24.1）

2,563
（15.7）

2,633
（15.6）

2,727
（15.8）

4,545
（27.8）

3,079
（19.7）

3,179
（19.4）

4,822
（28.6）

4,845
（28.1）

2,031
（11.4）

2,088
（11.3）

2,241
（11.3）

2,091
（11.4）

19,777 

3,919
（21.9）

3,947
（21.3）

3,667
（18.5）

2,931
（16.4）

3,010
（16.2）

3,634
（18.4）

5,252
（29.4）

5,420
（29.2）

5,883
（29.7）

3,405
（20.2）

3,411
（19.7）

3,730
（20.9）

4,069
（22.0）

4,352
（22.0）

2,260
（11.7）

35.8
36.6

37.7
38.6

39.4

41.2

38.5

40.9

3,528
（18.3）

3,418
（17.7）

5,732
（29.8）

4,326
（22.5）

3,751
（20.5）

2,944
（16.1）

5,397
（29.5）

4,102
（22.4）

（年）

昭和
55

（1980）
60

（1985）

平成
2

（1990）
7

（1995）
12

（2000）
13

（2001）
14

（2002）
15

（2003）
16

（2004）
17

（2005）
19

（2007）
20

（2008）
18

（2006）

総数

その他の世帯
三世代世帯
親と未婚の子のみの世帯
夫婦のみの世帯
単独世帯
全世帯に占める65歳以上
の者がいる世帯の割合

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

第２節 高齢者の姿と取り巻く環境の現状と動向

１ 高齢者の家族と世帯がどのように変
化してきたか

（１）高齢者のいる世帯は全体の４割、そのう
ち「単独」・「夫婦のみ」世帯が過半数

６５歳以上の高齢者のいる世帯についてみる
と、平成２０（２００８）年現在、世帯数は１，９７８万
世帯であり、全世帯（４，７９６万世帯）の４１．２％
を占めており、高齢者のいる世帯は増え続けて
いる（図１－２－１－１）。
６５歳以上の高齢者のいる世帯について世帯構
造別の構成割合でみると、三世代世帯は減少傾

向である一方、単独世帯、夫婦のみの世帯、親
と未婚の子のみの世帯は増加傾向にある。昭和
５５年では世帯構造の中で三世代世帯の割合が一
番多く、全体の半分程度を占めていたが、平成
２０年では夫婦のみの世帯が一番多く３割程度を
占めており、単独世帯とあわせると半数を超え
る状況である。
また、６５歳以上の高齢者のいる世帯構造を地

域別にみると、東北地方や日本海側の都道府県
の多くは三世代世帯の割合が最も多く、他の都
道府県では夫婦のみの世帯の割合が最も多いと
いう傾向にある（図１－２－１－２）。

図１－２－１－１ ６５歳以上の者のいる世帯数及び構成割合（世帯構造別）と全世帯に占める６５歳以上の者がいる世帯の割合



さらに、６５歳以上の高齢者が世帯主である世
帯（高齢世帯）も年々増加している。
今後の高齢世帯数は平成４２（２０３０）年には

１，９０３万世帯と１７（２００５）年から約１．４倍増加す
ると見込まれている。これに対して一般世帯総
数は１７（２００５）年の４，９０６万世帯から２７（２０１５）
年には５，０６０万世帯とピークに達し、その後、
４２（２０３０）年には４，８８０万世帯となると見込ま
れている。
この結果、一般世帯総数に占める高齢世帯の

割合は、平成１７（２００５）年の２７．６％から４２（２０３０）
年には３９．０％へと上昇することが見込まれてい
る。
さらに、高齢世帯数に占める家族類型別割合

の変化をみると、「単独世帯」の割合が一貫し
て上昇し続け、平成４２（２０３０）年には３７．７％へ
と上昇することが見込まれている（図１－２－

１－３）。

（２）子どもとの同居は減少し、諸外国と比べ別
居している子との接触頻度が低い者が多い

６５歳以上の高齢者について子どもとの同居率
をみると、昭和５５（１９８０）年にはほぼ７割であっ
たものが、平成１１（１９９９）年には５０％を割り、
２０（２００８）年には４４．１％となっており、子ども
との同居の割合は大幅に減少している。一人暮
らし又は夫婦のみの世帯については、ともに大
幅に増加しており、昭和５５（１９８０）年には合わ
せて３割弱であったものが、平成１６（２００４）年
には過半数を超え、２０（２００８）年には合わせて
５２．０％まで増加している（図１－２－１－４）。
年齢別にみると、年齢が低いほど子どもとの

同居率は低くなる傾向にあり、８０歳以上では男
性が４６．３％、女性が６０．７％なのに対し、６５～６９

図１－２－１－２ ６５歳以上の者のいる世帯のうち各県で最も割合が多い世帯構造
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資料：平成17年までは総務省「国勢調査」（昭和55年の家族類型別世帯数は20%抽出集計結果による。）
　　　平成22年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」（平成20年３月推計）
（注１）一般世帯とは、住居と生計を共にする者の集まり、または、一戸を構える単身者のこと。
　　　　寮等の学生、病院等の入院者、矯正施設等の入所者などは、施設等世帯とされる。
（注２）高齢世帯とは、世帯主の年齢が65歳以上の一般世帯
（注３）（  ）内の数字は、高齢世帯総数に占める割合（％）であり、千世帯単位で計算している。
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資料：昭和60年以前は厚生省「厚生行政基礎調査」、昭和61年以降は厚生労働省「国民生活基礎調査」
（注１）「一人暮らし」とは、上記調査における「単独世帯」のことを指す。
（注２）平成７年は兵庫県の値を除いたものである。
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図１－２－１－３ 高齢世帯数（家族類型別）及び一般世帯総数の推移

図１－２－１－４ 家族形態別にみた高齢者の割合


